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112

事
業
名

放課後児童クラブに
おける障がい児の受
け入れ

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ― 進捗率 ― 評価 Ａ

　放課後児童クラブにおける障がい児の受け入れは、放課後
児童クラブに入室を希望する集団保育が可能な障がい児に対
して、放課後の生活を通してさまざまな児童と活動をともに
することで、障がい児の健全育成を図るものです。
　今後も、引き続き、必要な方が利用できるよう、障がい児
および保護者の立場に立った支援をします。

保育課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―

実
施
予
定
内
容

　集団保育が可能な障がい児を受け入れ、障がい児の健全育成を図ります。

実
施
内
容

受入箇所数　１６か所　受入児童数　２８名

予
算

平成27年度

予算額 ―　千円 決算額 ―　円
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113

事
業
名

児童発達支援・放課
後等デイサービス
（障害児通所給付
事業）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ― 進捗率 ― 評価 Ａ

　児童発達支援・放課後等デイサービスは、施設への通所等
により、障がいのある児童や家族への専門的な支援を行うも
のです。
　就学前の障がいのある児童は、児童発達支援事業所を、就
学中の障がいのある児童は、放課後等デイサービス事業所を
利用することができます。
　施設の利用に対し、事業所へ運営費を給付しています。今
後も、引き続き、適切な給付に努めます。障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
●障害児通所給付の支給
　すでに利用されている児童に対しては継続支援を行い、新規の相談があれば新たに
支援を行っていきます。

実
施
内
容

●障害児通所給付の支給
　すでに利用している児童に対しては継続支援を行い、新規利用の相談があれば新た
に支援を行いました。

予
算

平成27年度

予算額 285,761千円 決算額 294,608,519円
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事
業
名

障害のある児童への
生活サポート
（障害児・者生活サ
ポート事業補助金）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

平成27年度実績値 168人

事
業
名

言語障害児指導訓練
（障害児・者生活支
援事業）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　言語障害児指導訓練は、３歳児健診などでことばの遅れが
ある児童を対象に、言語相談・言語指導を行うものです。
　今後も、引き続き、早期療育に繋げる取組を行います。

障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―

　障害児・者生活サポートは、障がいのある児童の健全な発
達を支援し、身近な地域で安心して生活できるよう、市が登
録している民間のサービス団体により、外出援助などの介護
サービスを実施するものです。
　緊急時において利用しやすいサービスであり、今後もニー
ズがあると予想されるため、事業の弾力的な運用に努めま
す。障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―

進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
　登録されている児童に対しての継続支援、また、新規利用の相談の際は、障がいの
ある児童のケースに合わせ、新たに支援を行っていきます。

実
施
内
容

　すでに利用している児童に対しては継続支援を行い、新規利用の相談があれば新た
に支援を行いました。

予
算

平成27年度

予算額 25,830千円 決算額 17,249,175円

平成27年度実績値 260人 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
　ことばの教室において、障がいのある児童に対して言語指導を行います。既に登録
されている児童に対しては継続支援を行い、新規利用の相談があれば新たに支援を行
います。

実
施
内
容

　すでに利用している児童に対しては継続支援を行い、新規利用の相談があれば新た
に支援を行いました。

予
算

平成27年度

予算額 11,947千円 決算額 11,795,565円
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事
業
名

肢体不自由児機能回
復訓練（障害児・者
生活支援事業）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　肢体不自由児機能回復訓練は、18歳未満の肢体不自由児で
保護者が同伴して通園が可能な人について、春日部市立病院
において医師および理学療法士の指導のもとで機能回復訓練
を行うものです。
　今後も、引き続き、利用対象者に対するサービス内容の周
知に努め、事業を実施します。

障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 0人 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
　春日部市立病院の訓練室で医師及び理学療法士の指導のもとに、機能回復訓練を必
要な回数を実施するものです。
　自主的な訓練は随時実施し、訓練または療育相談に係る費用の利用者自己負担はあ
りません。

実
施
内
容

利用実績はありませんでした。

予
算

平成27年度

予算額 600千円 決算額 600,000円

事
業
名

難聴児への補聴器
購入の助成
（難聴児補聴器購入
助成事業費補助金）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　難聴児への補聴器購入の助成は、身体障害者手帳の交付対
象とならない難聴児の補聴器購入費用の一部を助成するもの
です。
　今後も、引き続き、難聴児に購入費用を助成します。

障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 1件 進捗率 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
　引き続き、ホームページや障がい者施策（制度の一覧）等により事業内容を広くＰ
Ｒすることにより、事業の周知を図っていきます。

実
施
内
容

　ホームページや障がい者施策パンフレット等を活用しながら事業内容を広く周知し
ました。

予
算

平成27年度

予算額 378千円 決算額 73,000円
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事
業
名

児童発達支援セン
ターふじ学園
（ふじ学園運営事
業）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　児童発達支援センターふじ学園では、施設への通園による
日常生活における基本的動作の指導や訪問支援員が保育所等
を訪問して集団生活への適応のための専門的な支援等を行っ
ています。
　今後も、引き続き、更なる療育の充実を図ります。

障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 3 進捗率 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
　児童発達支援事業の更なる充実を図ります。
　保育所等訪問支援事業の基盤を確立し、地域支援サービスを行っていきます。

実
施
内
容

　発達の遅れがある児童及び障害児が集団生活を営む保育所及び小学校等を訪問し、
その施設における児童との集団生活への適応のための専門的な支援を行いました。

予
算

平成27年度

予算額 27,632千円 決算額 25,561,171円

事
業
名

特別児童扶養手当
（特別児童扶養手当
支給事業）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　特別児童扶養手当は、心身に障がいのある２０歳未満の児
童を、家庭で育てている父母、または児童の養育者に対して
手当を支給することにより、精神的・経済的支援を図るもの
です。
　今後も、引き続き、事業を実施します。

障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ― 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
・広報紙、パンフレット、障がい者施策（制度の一覧）、ホームページ等により事業
内容を広くＰＲすることにより、受給者数、受給件数の増加を図る。

実
施
内
容

広報８月号掲載、パンフレット、障がい者施策（制度の一覧）、ホームページ等によ
り事業内容を広くＰＲを行いました。

予
算

平成27年度

予算額 ―　千円 決算額 ―　円
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事
業
名

障害児福祉手当
（特別障害者手当等
給付事業）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　障害児福祉手当は、在宅で生活する重い障がいのある児童
に対して、精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助として
手当を支給することにより、児童の福祉の向上を図るもので
す。
　今後も、引き続き、事業を実施します。

障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ― 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
・広報紙、パンフレット、障がい者施策（制度の一覧）、ホームページ等により事業
内容を広くＰＲすることにより、受給者数、受給件数の増加を図る。

実
施
内
容

広報８月号掲載、パンフレット、障がい者施策（制度の一覧）、ホームページ等によ
り事業内容を広くＰＲを行いました。

予
算

平成27年度

予算額 85,740千円 決算額 82,371,760円

事
業
名

育成医療
（自立支援医療
支給事業）

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　育成医療は、障害者総合支援法に基づき、身体に障がいの
ある児童に対し確実な治療効果を期待できるものとして指定
医療機関における医療費を給付するものです。
　今後も、引き続き、事業を継続します。

障がい者支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ― 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
・広報紙、パンフレット、障がい者施策（制度の一覧）、ホームページ等により事業
内容を広くＰＲすることにより、受給者数、受給件数の増加を図る。

実
施
内
容

パンフレット、障がい者施策（制度の一覧）、ホームページ等により事業内容を広く
ＰＲを行いました。

予
算

平成27年度

予算額 347,625千円 決算額 355,974,732円
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事
業
名

特別支援教育
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　特別支援教育は、知的障がいや情緒障がいなど、特別な配
慮を必要とする子どもたちに対して、適切な教育的支援を行
うものです。
　現在、市内の全小中学校で特別支援教育巡回相談を実施し
ており、今後も引き続き、特別支援教育の専門性を高める教
員研修会を継続します。

指導課

指標 特別支援教育巡回相談を実施した学校数
現状値（平成25年度） 34校
目標値（平成31年度） 37校
平成27年度目標値 35校
平成27年度実績値 35校 進捗率 100.0% 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

市内の全小中学校で特別支援教育巡回相談を実施するとともに、特別支援教育の専門
性を高める教員研修会を継続します。

実
施
内
容

・臨床心理士等による特別支援教育巡回相談を小・中学校35校で実施した。
・特別支援教育コーディネーター、特別支援教育指導法、学級担任のための特別支援
教育などの研修会や特別支援教育セミナーを定期に開催した。

予
算

平成27年度

予算額 450千円 決算額 380,000円

事
業
名

ひとり親家庭等医療
費支給事業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　ひとり親家庭等医療費支給事業は、ひとり親家庭などに対
し、支払った医療費の一部を助成することで生活の安定と自
立を支援し、ひとり親家庭などの福祉の増進を図るもので
す。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、ひとり親家庭などの
経済的負担の軽減を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 50,641,758円 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　延べ支給件数（見込み）：19,200件
　延べ支給額（見込み）：55,440,000円

実
施
内
容

　支給件数：18,822件
　支給額：50,641,758円

予
算

平成27年度

予算額 58,285千円 決算額 52,635,877円

②ひとり親家庭の自立支援
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事
業
名

児童扶養手当支給事
業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　児童扶養手当支給事業は、父母の離婚などにより父又は母
と生計を同じくしていない子どもや、父又は母に一定の障が
いのある子どもが育成される家庭に手当を支給することで、
生活の安定と自立を促進し児童の福祉の増進を図るもので
す。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、対象家庭の経済的負
担の軽減を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 867,289,590円 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　延べ支給件数（見込み）：33,720件
　延べ支給額（見込み）：915,192,000円

実
施
内
容

　延べ支給件数：34,579件
　延べ支給額：867,289,590円

予
算

平成27年度

予算額 916,398千円 決算額 868,116,536円

事
業
名

遺児手当支給事業
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　遺児手当支給事業は、父母の一方または両親が死亡した児
童について、手当を支給するものです。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、遺児の健全な育成と
福祉の増進を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ─ 進捗率 ─ 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　延べ支給人数（見込み）：1,708人
　延べ支給額（見込み）　：5,796,000円

実
施
内
容

　延べ支給人数　：1,690人
　延べ支給額　　：5,070,000円

予
算

平成27年度

予算額 5,796千円 決算額 5,070,000円
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事
業
名

交通遺児援護金支給
事業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　交通遺児援護金支給事業は、父母の一方または両親が交通
事故により死亡した児童について、援護金を支給するもので
す。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、交通遺児の健全な育
成と福祉の増進を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ─ 進捗率 ─ 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　延べ支給人数（見込み）：38人
　延べ支給額（見込み）：380,000円

実
施
内
容

　延べ支給人数　　　　：28人
　延べ支給額　　　　　：378,000円

予
算

平成27年度

予算額 380千円 決算額 378,000円

事
業
名

母子及び父子並びに
寡婦福祉資金貸付制
度

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付制度は、母子家庭の
母や父子家庭の父及び寡婦の経済的自立や、扶養している児
童の福祉増進のために、県が実施している貸付制度の情報提
供を行うものです。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、母子家庭の母や父子
家庭の父及び寡婦の経済的自立の助成と生活意欲の助長及び
その扶養している児童の福祉の増進を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ─
平成27年度実績値 ─ 進捗率 ─ 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　母子家庭の母や父子家庭の父及び寡婦の経済的自立や、扶養しているこどもの福祉
増進のために、県が実施している貸付制度の情報提供を行います。

実
施
内
容

当制度は、埼玉県が実施するひとり親家庭等への支援策であり、市はリーフレットの
配架、広報紙等による制度の案内や周知等のほか、申請書の受付業務を行うなど事業
実施に向けた協力支援を図りました。

予
算

平成27年度

予算額 0千円 決算額 0円
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事
業
名

ひとり親家庭児童就
学支度金支給制度

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　ひとり親家庭児童就学支度金支給制度は、中学校に入学予
定の児童を養育している市民税非課税世帯のひとり親家庭の
保護者、または父母のない児童を養育している人に、子ども
の入学準備に必要な経費の一部を県が助成する制度の情報提
供および受付業務を行うものです。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、ひとり親家庭などの
児童の経済的支援を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ─ 進捗率 ─ 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　中学校に入学予定の児童を養育している、市民税非課税世帯のひとり親家庭の保護
者、または父母のない児童を養育している人に、子どもの入学準備に必要な経費の一
部を助成する制度の情報提供および受付業務を行います。

実
施
内
容

当制度は、埼玉県が実施するひとり親家庭等への支援策であり、市はリーフレットの
配架、広報紙等による制度の案内や周知等のほか、申請書の受付事務を行うなど事業
実施に向けた協力支援を図りました。支給要件に該当する家庭には、対象児童一人に
つき10,000円が県から支給されます。平成27年度の本市の支給対象者数46人。

予
算

平成27年度

予算額 0千円 決算額 0円

事
業
名

母子生活支援施設へ
の入所

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　母子生活支援施設への入所は、配偶者のいない女子又はこ
れに準ずる事情にある女子が、児童の福祉に欠ける場合に、
その女子と児童を施設に入所させ、自立促進のための生活な
どを支援するものです。
　今後も、引き続き対象者の生活支援や、相談その他の援助
を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 0人 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　配偶者のいない女子またはこれに準ずる事情にある女子が、児童の福祉に欠ける場
合に、その女子と児童を施設に入所させ、自立促進のための生活等を支援します。

実
施
内
容

　ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）被害者の生活支援や相談を実施した。
　母子生活支援施設入所：0人

予
算

平成27年度

予算額 2,316千円 決算額 0円
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事
業
名

母子家庭及び父子家
庭自立支援給付金

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　母子家庭及び父子家庭自立支援給付金は、母子家庭及び父
子家庭に対する生活・就業支援を行うため、資格取得などに
要した経費の一部を支給するものです。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、母子家庭及び父子家
庭の生活・就業支援を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ─ 進捗率 ─ 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　母子家庭及び父子家庭に対する生活・就業支援を行なうため、自立支援教育訓練給
付金事業・高等職業訓練促進給付金事業の広報活動に努め、申請者に対し給付金を支
給することで生活・就業支援を図ります。

実
施
内
容

　自立支援教育訓練給付金　  ：支給　3名　    64,276円
　高等職業訓練促進給付金　  ：支給 10名（延べ112ヶ月分）　10,138,000円
  高等職業訓練修了支援給付金：支給　2名　　 100,000円

予
算

平成27年度

予算額 13,516千円 決算額 10,302,276円

事
業
名

母子家庭及び父子家
庭に関する事業の情
報提供

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　母子家庭及び父子家庭に関する事業の情報提供は、県や母
子福祉連合会・母子寡婦福祉団体などが実施している各種事
業の情報提供を行うものです。
　今後も、引き続き関係機関などと連携を図り、母子家庭及
び父子家庭に関する情報提供を進めます。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ─
平成27年度実績値 ─ 進捗率 ─ 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　母子家庭及び父子家庭に関する事業の情報提供は、県や母子福祉連合会・母子寡婦
福祉団体などが実施している各種事業の情報提供を行います。

実
施
内
容

窓口や電話にて、県や母子福祉連合会・母子寡婦福祉団体などが実施している各種事
業の情報提供を実施。

予
算

平成27年度

予算額 0千円 決算額 0円
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　自立支援セミナーは、ハーモニー春日部において、女性の
社会参画を推進するためのスキルアップや起業者の講演な
ど、自立に必要な講座を開催するものです。
　今後も、女性の自立支援の啓発を目的とした講座を開催し
ます。

市民参加推進課
＜ハーモニー春日部＞

指標 参加者数
現状値（平成25年度） ７７．０％

実
施
予
定
内
容

女性の自立支援の啓発を目的とした講座の実施。
目的：育児や介護などにより、退職した女性の再就職及び女性の能力開発を支援す
る。
・実施日：7月28日（火）
・募集：20人
・講師：埼玉県女性キャリアセンター　キャリアカウンセラー

実
施
内
容

育児や介護などにより、退職した女性の再就職及び女性の能力開発を支援した。
・実施日：7月28日（火）
・参加：6人
・講師：埼玉県女性キャリアセンター　キャリアカウンセラー

予
算

平成27年度

予算額 30千円 決算額 0円

目標値（平成31年度） ９５．０％
平成27年度目標値 ８０．０％
平成27年度実績値 ３０．０％ 進捗率 37.5% 評価 Ｂ

事
業
名

自立支援セミナー
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び
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事
業
名

児童手当支給事業
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　児童手当支給事業は、中学校修了前の児童を養育している
保護者に手当を支給することで、家庭生活の安定と次代を担
う児童の健全育成を図るものです。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、子育て世帯の経済的
負担の軽減を図ります。

子育て支援課

指標

平成27年度実績値 3,488,325,000円 進捗率 ― 評価 Ａ

―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―

実
施
予
定
内
容

　延べ支給件数（見込み）：330,810件
　延べ支給額（見込み）：3,620,250,000円

実
施
内
容

　延べ支給児童数　：　319,686人
　延べ支給額　：　3,488,325,000円

予
算

平成27年度

予算額 3,627,787千円 決算額 3,494,119,186円
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事
業
名

こども医療費支給事
業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 672,323,989円 進捗率 評価 Ａ

　こども医療費支給事業は、中学校修了前のこどもに対する
医療費の一部を助成することで、こどもの保健の向上と福祉
の増進を図るものです。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、子育て世帯の経済的
負担の軽減を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―

実
施
予
定
内
容

　延べ支給件数（見込み）：387,732件
　延べ支給額（見込み）：722,712,000円

実
施
内
容

　延べ支給件数：377,800件
　延べ支給額：672,323,989円

予
算

平成27年度

予算額 760,399千円 決算額 702,931,532円
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事
業
名

入院助産事業
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 3件 進捗率 ― 評価 Ａ

　入院助産事業は、保健上必要があるにもかかわらず、経済
的な理由により入院助産ができない妊産婦に、助産施設への
入所や出産費用の援助を行うことで、安心して出産できる環
境を支援するものです。
　今後も、引き続き助産の必要のある妊産婦の支援を進めま
す。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―

実
施
予
定
内
容

　保健上必要があるにもかかわらず、経済的な理由により妊産婦が入院助産ができな
い場合、助産施設への入所や出産費用の援助を行うことで、安心して出産できる環境
を支援します。

実
施
内
容

　助産実施件数：3件

予
算

平成27年度

予算額 3,897千円 決算額 1,198,614円
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136

事
業
名

未熟児養育医療費給
付事業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 16,849,854円 進捗率 評価 Ａ

　未熟児養育医療費給付事業は、身体の発育が未熟な状態で
生まれ入院治療が必要な乳児に対し、その養育に必要な医療
を給付することで、当該乳児の健康の保持及び増進を図るも
のです。
　今後も、引き続き制度の周知を図り、当該乳児が属する世
帯の経済的負担の軽減を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―

実
施
予
定
内
容

　延べ支給件数（見込み）：198件
　延べ支給額（見込み）：26,304,000円

実
施
内
容

　延べ支給件数（見込み）：169件
　延べ支給額（見込み）：16,849,854円

予
算

平成27年度

予算額 26,338千円 決算額 17,803,659円
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事
業
名

私立幼稚園就園奨励
費補助金

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　私立幼稚園就園奨励費補助金は、保護者の経済的負担の軽
減と幼児教育の充実のため、私立幼稚園就園奨励費補助金を
交付するものです。
　今後も引き続き、対象者については交付を継続します。

保育課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ― 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　私立幼稚園に通っている保護者の経済的負担の軽減と幼児教育の充実を図ります。

実
施
内
容

交付対象園数（市内）19園／交付園数（市内）19園
市内在住園児数　3,284人／交付園児数　2,888人（交付率87.94%）
※交付対象外内訳　非該当者370名・未申請26名

予
算

平成27年度

予算額 380,591千円 決算額 392,600,100円

事
業
名

生活保護事業
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　生活保護事業は、資産や能力などすべてを活用してもなお
生活に困窮する方に対し、困窮の程度に応じて必要な保護を
行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を
助長する制度です。
　今後も、最低生活の保障とともに一層の自立の助長を図り
ます。

生活支援課

指標 就労による保護廃止世帯数
現状値（平成25年度） ４６世帯
目標値（平成31年度） ６０世帯
平成27年度目標値 ６０世帯
平成27年度実績値 ３２世帯 進捗率 53.3% 評価 Ｂ

実
施
予
定
内
容

　自立の助長に主眼を置き、子育てや生活支援策、就業支援策および経済的支援策に
ついて、地域の実状を把握しつつ、総合的な対策を適切に実施していきます。

実
施
内
容

就労自立給付金を支給：１７件

予
算

平成27年度

予算額 4,161千円 決算額 1,716,991円
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事
業
名

要保護及び準要保護
児童生徒就学援助
事業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　要保護及び準要保護児童生徒就学援助事業は、経済的理由
で就学困難な児童・生徒の保護者に対し援助することによ
り、義務教育の円滑な実施に資することを目的とし、教育の
機会均等などの精神に基づき、すべての児童・生徒が義務教
育を円滑に受けることができるよう図るものです。
　今後も、経済的理由で就学困難な児童・生徒の保護者に対
し援助することにより、義務教育の円滑な実施を図ります。学務課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 ― 進捗率 ― 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　経済的理由で就学困難な児童・生徒の保護者に対し援助することにより、義務教育
の円滑な実施に資することを目的とし、教育の機会均等の精神に基づき、すべての児
童・生徒が義務教育を円滑に受けることができるように配慮し実施していきます。
　補助対象項目　①学用品費、②通学用品費、③校外活動費、④新入学学用品費、⑤
修学旅行費、⑥学校給食費、⑦医療費

実
施
内
容

　平成25年度からの生活保護基準の見直しによる影響が及ばないように、見直し前の
基準（平成25年4月）を使用し、すべての児童・生徒が円滑な義務教育を受けることが
できるよう配慮しました。

予
算

平成27年度

予算額 223,292千円 決算額 214,808,742円
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事
業
名

保育所（園）におけ
る交通安全教室の
実施

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　保育所（園）における交通安全教室の実施は、保育所
（園）において、参加・体験・実践型の交通安全教育を実施
するものです。
　今後も、実施箇所数の増加を図り、事業の充実に努めま
す。

保育課

指標

平成27年度実績値 ８か所 進捗率 100.0% 評価 Ａ

実施箇所数
現状値（平成25年度） ５か所
目標値（平成31年度） ８か所
平成27年度目標値 ８か所

実
施
予
定
内
容

（平成２７年度目標値）実施箇所数：8か所
《平成２７年度目標値設定の考え方》
　直営公立保育所において昨年度実施した箇所数としました。
《平成２７年度の実施予定》
　児童の発達に合わせた交通安全指導により、交通ルールを守る意識を高め、事故の
未然防止を図ります。

実
施
内
容

　実施箇所数　７か所

予
算

平成27年度

予算額 ―　千円 決算額 ―  円
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事
業
名

交通安全施設設置事
業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） ３，６００基
平成27年度目標値 ３，３３７基
平成27年度実績値 ３，２６５基 進捗率 97.8% 評価 Ａ

　交通安全施設設置事業は、交通安全を確保するため、危険
箇所に道路反射鏡などの交通安全施設を設置するものです。
　今後も変化する道路事情を考慮し可能な範囲で設置を進め
ます。

暮らしの安全課

指標 道路反射鏡の設置数
現状値（平成25年度） ３，２０６基

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度目標値設定の考え方》
　　毎年平均的に設置をおこなうことから算出した。
《平成２７年度の実施予定》
　　市民等からの要望を踏まえ危険箇所に道路反射鏡を設置する。

実
施
内
容

　　市民等からの要望を踏まえ危険箇所に道路反射鏡を設置した。

予
算

平成27年度

予算額 2,722千円 決算額 3,170,880円
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事
業
名

街路灯設置事業
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） １３，５００基
平成27年度目標値 １３，２８４基
平成27年度実績値 １３，３６０基 進捗率 100.6% 評価 Ａ

　街路灯設置事業は、夜間の市道における交通事故防止など
を目的として市道へ街路灯を設置するものです。
　今後も、生活道路や通学路の交通安全を優先しつつ、省エ
ネを図った器具交換を進めます。

暮らしの安全課

指標 街路灯の設置数
現状値（平成25年度） １３，１７７基

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度目標値設定の考え方》
　毎年平均的に設置をおこなうことから算出した。
《平成２７年度の実施予定》
　市民等からの要望を踏まえ危険箇所に街路灯を設置する。また、省エネを図った器
具への交換も進めていく。

実
施
内
容

市民等からの要望を踏まえ危険箇所に街路灯を設置した。また、省エネを図った器具
への交換も進めている。

予
算

平成27年度

予算額 4,555千円 決算額 4,249,800円
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事
業
名

交通安全教室
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） ８０回
平成27年度目標値 ７２回
平成27年度実績値 ７２回 進捗率 100.0% 評価 Ａ

　交通安全教室は、市内の小中学校や幼稚園、保育所（園）
などにおいて児童生徒が交通ルールやマナーについて学ぶ機
会を提供し交通事故防止を図るものです。
　今後も、小学校低学年の交通ルール、中高年の自転車免許
の推進と他団体の協力も活用し、より有効な教室を展開しま
す。

暮らしの安全課

指標 実施回数
現状値（平成25年度） ７０回

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度目標値設定の考え方》
　例年の傾向から算出した。
《平成２７年度の実施予定》
　４月～６月にかけて小・中学校、幼稚園等の児童・生徒に交通事故防止を図る交通
安全教室を実施する。また、通年を通し受付をし、保護者対象の教室も行う。

実
施
内
容

４月～６月にかけて小・中学校、幼稚園等の児童・生徒に交通事故防止を図る交通安
全教室を実施した。また、通年を通し受付をし、保護者対象の教室も行った。

予
算

平成27年度

予算額 0千円 決算額 0円
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事
業
名

交通指導員設置
運営事業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　交通指導員設置運営事業は、小学校の通学路の危険箇所に交通
指導員を配置し交通指導を実施することで児童生徒の安全な通学
を促すものです。
　小学校の通学時の安全確保はもとより、交通安全教室や市のイ
ベントなどに協力することにより交通事故防止を図ります。
　現在４９人を交通指導員として委嘱しており、今後も引き続
き、市内各学校周辺の危険箇所を調査し、学校からの要望を踏ま
えたうえでの検討を図ります。暮らしの安全課

指標 委嘱人数
現状値（平成25年度） ４９名
目標値（平成31年度） ４９名
平成27年度目標値 ４９名
平成27年度実績値 ４８名 進捗率 98.0% 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度の実施予定》
　小学校の通学路の危険箇所に交通指導員を配置し、交通指導を実施することで、児
童・生徒が安全に学校へ登校できるようしている。

実
施
内
容

児童・生徒が安全に学校へ登校できるように小学校の通学路の危険箇所に交通指導員
を配置し交通指導を実施した。

予
算

平成27年度

予算額 23,221千円 決算額 21,165,900円

事
業
名

交通災害見舞金制度
事業

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　交通災害見舞金制度事業は、児童生徒が交通事故による災
害を受けた場合に見舞金及び弔慰金を支給するものです。
　今後も、交通災害により負傷した場合、申請により支給し
ます。（平成２５年度は申請件数０件）

暮らしの安全課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 2件 進捗率 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

　児童・生徒が交通事故による災害を受けた場合に見舞金および弔慰金を支給してい
ます。
　見舞金・弔慰金であるため目標は設置しませんので、事業の評価等も算出できませ
ん。

実
施
内
容

児童・生徒が交通事故による災害を受けたため災害見舞金を支給した。

予
算

平成27年度

予算額 100千円 決算額 30,000円

78



4-3子育てバリアフリーのまちづくり

担当
課

担当
課

146

147

基
本
目
標
4

す
べ
て
の
子
ど
も
と
子
育
て
家
庭
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

基
本
施
策
4
‐

3

子
育
て
バ
リ
ア
フ
リ
ー

の
ま
ち
づ
く
り

基
本
目
標
4

す
べ
て
の
子
ど
も
と
子
育
て
家
庭
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

基
本
施
策
4
‐

3

子
育
て
バ
リ
ア
フ
リ
ー

の
ま
ち
づ
く
り

②ゆとりある居住環境の整備

事
業
名

シートベルトおよび
チャイルドシート
着用の徹底

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　シートベルトおよびチャイルドシート着用の徹底は、後部
座席を含めた全席でのシートベルトおよびチャイルドシート
着用向上を図るものです。
　今後も、啓発回数の増加を図り、事業の充実に努めます。

暮らしの安全課

指標 啓発実施回数
現状値（平成25年度） １回
目標値（平成31年度） ２回
平成27年度目標値 １回
平成27年度実績値 １回 進捗率 100.0% 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

《平成２７年度目標値設定の考え方》
　街頭キャンペーンのみの開催は例年と同様に考えるが、その他様々な方法で啓発を
おこなっている。
《平成２７年度の実施予定》
　後部座席を含めた全席でのシートベルトおよびチャイルドシート着用向上を図るた
め、啓発活動を実施している。キャンペーンの他に広報紙の掲載、窓口等での広報等
をおこない、市民に安全をよびかけている。

実
施
内
容

後部座席を含めた全席でのシートベルトおよびチャイルドシート着用向上を図るた
め、啓発活動を実施した。キャンペーンの他に広報紙の掲載、窓口等での広報等をお
こない、市民に安全をよびかけた。

予
算

平成27年度

予算額 0千円 決算額 0円

事
業
名

市営住宅管理事務
今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　市営住宅管理事務は、市営住宅の管理および住宅に困窮す
る低所得者に対して低廉な家賃で市営住宅を供給しているも
ので、母子や多子世帯などの子育て世帯に対しては、優先入
居を実施するものです。
　平成２６年度より「借上型市営住宅」制度を導入し、今
後、平成２７年度に供用開始予定の借上住宅について、「子
育て向け住宅」として入居者募集を実施する予定としていま
す。建築課

指標 設置する団地数
現状値（平成25年度） ０団地
目標値（平成31年度） ４団地
平成27年度目標値 １団地
平成27年度実績値 １団地 進捗率 100.0% 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

平成２６年度に整備した借上型市営住宅を子育て向け住宅として供用を開始します。
平成２７年度供用団地数：１団地

実
施
内
容

広報１月号へ募集掲載、募集案内を配布
テレビモニターによる広報活動、ツイッターによる情報配信も併せて実施した。

予
算

平成27年度

予算額 24,300千円 決算額 24,300,000円
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事
業
名

要保護児童対策地域
協議会≪地域子ど
も・子育て支援事業
≫

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

　要保護児童対策地域協議会は、要保護児童の適切な保護又
は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため
に、設置されたものです。
　今後も、関係機関などとの必要な情報交換や、要保護児童
等に対する支援の内容に関する協議を継続的に開催するだけ
でなく、定例会議以外の個別ケース検討会議などを適宜開催
するなど、要保護児童等に対する適切な対応を図ります。子育て支援課

指標

平成27年度実績値 進捗率 評価 Ａ

実
施
予
定
内
容

・広報11月号において、虐待防止の記事を掲載します。
・市内の各公共施設における啓発ポスターの掲示、及びリーフレットの配布を行いま
す。
・ＣＳＰ講座（通常版）を３回開催します。また、公民館と連携して講座を開催する
ほか、かすかべし出前講座に登録することにより講座の周知を図ります。

《平成２７年度実施予定》要保護児童等の早期発見および適切な保護並びに適切な支
援を図るための連携・協力体制を図ります。要保護児童対策地域協議会は福祉、医
療、保健、教育、警察等の関係機関がその家庭に関する情報や考え方を共有し、適切
な連携の下で要保護児童等の支援・保護および相談業務にあたります。代表者会議年1
回、実務者全体会議年6回、実務者庁内会議年12回開催、必要に応じ、個別ケース検討
会議を開催します。

実
施
内
容

代表者会議 年1回、実務者全体会議 年6回、実務者庁内会議 年12回、個別ケース検討
会議を12回開催し、福祉、医療、保健、教育、警察等の関係機関がその家庭に関する
情報や考え方を共有し、適切な連携の下で要保護児童等の支援・保護および相談を実
施。

予
算

平成27年度

予算額 0千円 決算額 0円

Ａ

　児童虐待防止など子どもの人権に関する啓発活動は、児童
虐待防止のパンフレットの配布や講演会などにより、さまざ
まな学習の機会などを含めて、啓発活動を行うものです。
　今後も、引き続き、児童虐待防止月間その他の機会を活用
したパンフレットの配布や、虐待の防止に効果的なＣＳＰ講
座の充実を図ります。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―
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事
業
名

児童虐待防止など子
どもの人権に関する
啓発活動

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

目標値（平成31年度） ―
平成27年度目標値 ―
平成27年度実績値 進捗率 評価

実
施
内
容

広報11月号において虐待防止の記事を掲載。市内各公共施設において啓発ポスターの
掲示、及びリーフレットを配布。ＣＳＰ講座：通常版を３回、ダイジェスト版を各施
設(児童センター、子育て支援拠点施設、公民館）や、各団体からの開催依頼により、
12箇所(延14回)で講座を開催。延べ参加者数　263人

予
算

平成27年度

予算額 126千円 決算額 126,000円
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事
業
名

児童相談

目標値（平成31年度）

平成27年度目標値

平成27年度実績値

児童福祉に関する相談において、子どもの心身のケアとともに、親の子育てに関する
悩みの相談など児童虐待防止に向け、必要な支援を実施。
引き続き、児童相談所OBと警察OBを配置して相談体制の強化を図ったほか、児童虐待
対応マニュアルに基づき、児童虐待防止および早期発見・早期対応に努めた。

今
後
の
方
向
性

事
業
概
要
及
び

―

②相談体制の充実

　児童相談は、子どもに関するあらゆる相談や、保護者の子
育てに関する悩みや不安などの相談に応じることで、子ども
や保護者などの心身のケアや負担軽減を図るものです。
　今後も、引き続き相談しやすい環境づくりを進め、家庭に
おける適正な児童養育や児童福祉の向上に努めます。

子育て支援課

指標 ―
現状値（平成25年度） ―

―

― 進捗率 ― 評価

実
施
予
定
内
容

　児童福祉に関する全般の相談において、子どもの心身のケアとともに、親の子育て
に関する悩みの相談など、児童虐待を防ぐため、必要な支援を行います。

実
施
内
容

予
算

平成27年度

予算額 0千円 決算額 0円
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